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Under the special provisions of the Act on Special Measures Concerning Taxation, 
there is a grace period for the payment of inheritance tax and gift tax imposed on 
unlisted equity. The grace period, however, applies only to the succession of equity 
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non-separation/cognate model herein. Yet in light of the continuation of the small- and 
medium-sized Japanese businesses, the grace period should also apply to the 
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necessity of approving the grace in the event of succession of a separation-model 
business and clarifies the requirements for the approval. 
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序  事業承継税制と相続税制の現状 
 わが国における中小企業者数のうち会社組織で営まれているのは，2009 年において約
177 万社であり，そこにおける雇用は 2,132 万人で，大企業もあわせた全雇用のうち 59.4％
を占めている．１)現代のようにグローバル化が進み産業の空洞化が進む中で，雇用の機会
を確保し，日本経済の継続的な発展を続けていくためには，これら中小企業に関して環境
を整備することが必要であろう．また，わが国社会の尐子・高齢化が進展する中で，高度
経済成長期に創業した多数の中小企業経営者も高齢化が進み，世代交代の時期を迎えてい
ることも事実である．２)ここで，わが国の中小企業にとって大きな問題の一つとなってい
るのが事業承継問題であり，事業を後継者に承継させるにあたって何らかの問題があると
認識している経営者は，全体で 4 割強に上っているとされる．３)事業承継における問題と
してはさまざまな事項があげられるが，企業の内部要因ではなく外部要因として筆者が業
務を通じて最も問題として認識しているものが，「相続税・贈与税等の税金負担が重い」と
いうものであり， [商工中金, 2009]11 頁によればそれが裏付けられた形となっており，中
小企業でも比較的規模の大きな企業においてその傾向が強くなっている．４)わが国の現在
の相続税の最高税率は課税標準が 3 億円超の場合で 50％となり，基礎控除や段階税率につ
いて考慮しなければ，最高で相続税評価額として算定された株式価額の半額を相続税額と
して納付しなければならないことになる．このような事態で，株式を相続した者が当該株
式以外に納税可能な資産を有していない場合には，外部から資金調達をして納税するか，
当該株式を第三者もしくは会社に（自社株として）買い取らせるか，当該株式を国に物納
するかということになる．外部から資金調達をした場合には，その株主の財産状態を悪化
させ議決権の行使に影響が生ずることも考えられる．他の場合でも大株主の移動や会社財
産の流出という事態が生ずるため，中小企業の経営に大きな不安定要素を与えることにな
る．つまり相続税の存在が事業承継に大きな障害となっていることは明らかであり，種類
株式の発行や信託を利用し，会社の議決権の安定化を図ることにより事業承継を円滑化さ
せようとしても納税の問題は解決されず，そこに何らかの制度が必要とされる．５) 
 世界の情勢を見ると，まず OECD 加盟国において，オーストラリア，カナダ，ニュージ
ーランド，メキシコなどには相続税が存在せず，６)さらに[事業承継協議会 2007]10 頁によ
ると，中国，インド，マレーシア，ベトナムにおいても同様である．また，アメリカにお
いては 2010 年時点では相続税が課税されていない．７)このような情勢に合うように，わ
が国の相続税を廃止したらどうかという考えもあるが，それは以下の 2 点から現時点では
不可能といえる． 
まず第１に，現在わが国には長期政府債務の残高が約 710 兆円存在し，GDP に対する
その割合は 150％と主要国の中でも飛び抜けており，国民一人当たりに換算するとそれは
約 557 万円に上っている．８)それに対し，わが国の家計における金融資産は 2011 年 3 月
末で約 1,483 兆円であり，そこから金融負債を控除した金融資産・負債差額は約 1,115 兆
円となっている．９)このうち貯蓄額について世帯主が 60 歳以上の世帯が占める割合は，全
体の 64.6％とされている．１０)一方で，わが国の国税における各税目別の内訳は平成 22 年
度において所得税 13 兆円，消費税 10 兆円，法人税 9 兆円であるのに対し，相続税は 1.3
兆円にすぎず，１１)税収に占める相続税の割合は他の国税に対して低くなっている．そこで，
わが国における財政再建の一助として，高齢者層の金融資産を相続税によって徴収し，そ
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れに充てるということが想定される． 
第 2 に現在の税制改正は，格差是正と資源再配分を目的として相続税を増税させる方向
にある．１２) [金子, 2011]78 頁によれば，財産に対する課税は「公平な税負担の配分ならび
に富の再配分の要請によりよく適合している」とされており，さらに [持田, 2009]73 頁に
よれば，遺産や生前贈与という形で逆向きの所得再分配が行われることにより，世代間の
不公平はある程度相殺されるとしている．また [水野, 2011]633 頁によれば，尐子高齢化
社会のもとで，かつては家族内で行っていた老後扶養や介護が社会全体でなされるシステ
ムが作られつつあり，社会保障のために相続税が引き上げられることが適正であるとして
いる．このような理論的背景を受けて，平成 24 年度税制改正とされる「社会保障の安定
財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法
律案（以下，「法律案」という．）」では，平成 27 年 7 月 1 日より相続税の基礎控除を現在
の 60％に縮小するともに最高税率を上げ（法律案 5 条），１３)一方で直系卑属に対する贈与
税についてはその税率を緩和する（同 6 条）ことによって生前贈与の円滑化を図り，高齢
者の所有する財産の移動を促すものとなっている．すなわちわが国においては相続税につ
いて廃止はおろか増税の方向であり，その見返りの一部として生前の財産分与については
特例を設け，若年世代への財産の移動を促進し，経済の活性化への一助としようとしてい
る． 
しかし，家計における金融資産中の非上場の株式等の額（特殊法人に対する出資金を含
む）は約 36 兆円であり，１４)金融資産・負債差額である約 1,115 兆円の 3％強を占めるに
すぎない．つまり非上場株式について納税猶予の特例を広げても，わが国の財政に影響を
与える可能性は軽微であり，むしろ雇用の喪失による所得税の減収や，廃業による取引量
の減尐に伴う消費税，法人税への影響の方が大きいと考えられる．法律案においても「事
業承継税制については，中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律に基づく認定
の運用状況等を踏まえ，その活用を促進するための方策や課税の一層の適正化を図る措置
について検討を行い，相続税の規定と併せて見直しを行うこと」（同 7 条第 4 項イ）とな
っていることから，事業承継税制についてはそれが一定の理解を得ていると考えてよいで
あろう． 
そして中小企業の事業承継問題に対応するため「中小企業における経営の承継の円滑化
に関する法律」（以下「円滑化法」という．）が 2008 年 5 月に成立し，同年 10 月 1 日から
施行されている．さらに，円滑化するための相続税法の特別措置として「非上場株式等に
ついての贈与税の納税猶予（租税特別措置法（以下「措法」という．）70 条の 7）」，「非上
場株式等についての相続税の納税猶予（同 70 条の 7 の 2）」，「非上場株式等の贈与者が死
亡した場合の相続税の課税の特例（同 70 条の 7 の 3）」，「非上場株式等の贈与者が死亡し
た場合の相続税の納税猶予（同 70 条の 7 の 4）」（これらを総称して以下，「納税猶予特例」
（Grace of tax payment under the special provisions of the Act on Special Measures 
Concerning Taxation）という．）が制定・施行されている．これらは最終的に，経営の承
継に伴う非上場会社の株式等に係る相続税額のうち，最大で議決権の 3 分の 2 に達するま
での部分について 80％の納税猶予を認めている．このような特例は相続税が存在する諸外
国でも制度化されており，例えばイギリスでは，非上場の株式については 100％の，上場
株式についても議決権の 50％以上を所有している場合には 50％の，“Business Property 
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Relief（課税対象とならない）”を受けることができる．１５)また，ドイツにおいても，会
社の株式を 25％以上所有している場合には，5 年間にそれまでの人件費の 400％を支払う
という義務があるがその 85％は課税の基礎とはならない（7 年間で 700％を支払う場合に
はさらに恩典があり 100％が課税の対象とならないこともある）．１６)これらは上場会社に
ついても課税上の配慮を行っているが，[大野, 2001]218 頁によれば，「上場会社は社会の
公器ともいえる存在あるため，いったん株式を公開した以上は，同族限りで会社を支配し
ようと図ることは，上場した趣旨に反する」として，上場会社における承継については批
判的であり，わが国の納税猶予特例も上場会社株式は対象外となっている． 
納税猶予特例の適用については経済産業省の「認定」及びそれを取得するための「計画
的な承継の取組に係る確認（以下「確認」という．）」が必要とされているが（後述１参照），
2008 年 10 月 1 日から 2011 年 3 月 31 日までの期間に，納税猶予特例に関して全国で「認
定」した中小企業者数は，相続税に係るものが 286 件，贈与税に係るものが 96 件，そし
てそれを取得するための事前手続きである「確認」が 1,899 件である．１７)贈与税に係る認
定を除いた実質的な確認・認定件数の合計は 2,185 件となり，１８)この数値の解釈にあたっ
ては，（１）現時点では円滑化法が定着したという状況には至っていないこと，（２）経営
の承継を望んでいるが承継計画が作成されていない者がいること，（３）非上場株式等を評
価した結果として，あるいは既に株式等の移動が済んでいることから納税猶予特例を必要
としない者がいること，等を当然に考慮しなければならないが，177 万社あるとされる中
小会社数からすると，納税猶予特例が広く適用されていると考えられる数値ではないであ
ろう．筆者は，非上場会社の経営の承継について，顧問先の要請を受け，主として税務面
での検討を行う業務に携わっている．そこでは，円滑化法ならびに措法の納税猶予特例を
受けるための条件について説明する機会も多い．しかしながら，実際にその内容について
顧問先と検討を加えた結果，納税猶予特例を受けることに有利・不利の判断がつかないの
で適用を見合わせる，もしくは条件に当てはまらないので断念するということが多々ある． 
そして断念する中では，現行法に定める「経営の承継者の範囲」である親族内の承継（Ⅰ
にて詳述）を満たすことができない場合が多い．経営の承継者の範囲については，[前出，
事業承継協議会]によれば事業承継税制の導入を検討している際に「事業の継続・発展を図
る観点からは，親族内承継者への相続による承継のみを特別に優遇すべきではない」とい
う意見も出されていたが，具体的にどうあるべきかという観点については論じられていな
い．そこで本稿は，納税猶予特例を受けるための条件として規定されている経営の承継者
の範囲について，中小企業の形態として最も多い非上場の株式会社における問題点を指摘
し，その改正の方向性を提言するものである． 
 
Ⅰ 経営の承継者の範囲と現行法の問題点 
円滑化法は「多様な事業の分野において特色ある事業活動を行い，多様な就業の機会を
提供すること等により我が国の経済の基盤を形成している中小企業について，代表者の死
亡等に起因する経営の承継がその事業活動の継続に影響を及ぼすことにかんがみ，遺留分
に関し民法の特例を定めるとともに，中小企業者が必要とする資金の供給の円滑化等の支
援措置を講ずることにより，中小企業における経営の承継の円滑化を図り，もって中小企
業の事業活動の継続に資することを目的とする（円滑化法 1 条）．」という趣旨から制定さ
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れたものである．これは，それまでの経営の承継において弊害となっていた，遺留分に対
し民法の特例を定めるとともに，１９)中小企業者が必要とする資金の供給の円滑化等の支援
措置を講ずる内容となっている．なお，円滑化法が一般に用いられている「事業承継」と
いう表現ではなく，「経営の承継」としているのは， [神崎他, 2009]7 頁によれば，事業譲
渡をはじめとする M&A などにより，会社の事業を別の会社が承継するのではなく，経営
者による経営権の委譲の円滑化を支援することを明確化する趣旨であるとされている．そ
して円滑化法を受けた措法に基づき納税猶予特例の適用を受けるためには，まず贈与前も
しくは旧経営者の生前に経済産業大臣の「確認」を受け（円滑化法施行規則 16 条），贈与
の実施もしくは相続の発生後に経済産業大臣の「認定」（円滑化法 12 条一，円滑化法施行
規則 6 条二）を受けたうえで，確定申告期限までに贈与税及び相続税の申告・担保提供を
行うこととなる．ただし，（１）被相続人が 60 歳未満で死亡した場合，（２）株式等につ
いて公正証書による遺言により経営承継相続人に相続・遺贈による承継が定められていた
場合，等には確認の手続きは必要とされない（円滑化法施行規則６条①八ト（3），措法施
行規則 23 条の 10⑨）．なお本稿ではこれらの贈与者または被相続人となる経営者を「先代
経営者」とよぶ． 
１ 円滑化法が規定する経営の承継の対象者 
先代経営者から経営を引き継ぐ者は，それぞれ円滑化法では「後継者」，２０)措法に基づ
く相続税の納税猶予特例では「経営承継相続人等」，２１)贈与税の納税猶予特例では「経営
承継受贈者」，２２)として規定されている．これらはいずれも，先代経営者の親族が株式等
を承継し，かつ，当該会社の代表権を有することが規定されている．つまり株式会社の場
合には，議決権の過半数以上を保有する「株式の所有」と，代表権を有して業務執行する
「経営」の分離がなされていないことが条件となっている．円滑化法において定められて
いる経営の承継を図示すると図 1 のようになる（ただし株式の所有は代表者となる親族の
個人だけではなくその者と特別の利害関係がある者が有する部分をも含めて，100 分の 50
を超えていればよいとされている）．  
     図１ 「非分離・親族型」の経営の承継 
       
 このように「株式の所有」と「経営」が分離しておらず，かつ，親族がそれを承継する
形態を本稿では，「非分離・親族型（non-separation/cognate model）」の経営の承継とよ
ぶ．なお，納税猶予特例を受けられる税額は，贈与もしくは相続等で取得した株式につい
て算定された税額のうち，会社法の特別決議（会社法 309 条②）を可決できる全議決権数
の三分の二までの部分とされているため図もそのように示している．なおこの承継の対象
となる株式を，本稿では「経営承継株式」という． 
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２ 「非分離・親族型」とは異なる経営の承継の形態 
一方で，実際に経営を円滑に承継し株式会社を存続させるという観点からすると，「非分
離・親族型」とは異なる形態として次の 2 つが考えられる．２３) 
1 つは従業者（役員及び従業員）が先代経営者から経営承継株式を取得して，自らが経
営者となる形態である．これも所有と経営が分離していない状態であるが，親族外が承継
するので，これを本稿では「非分離・親族外型」の経営の承継とよぶ（図 2）． 
この形態は MBO（management buy out）もしくは，EBO（employee buy out）とよ
ばれる形態であり，先代経営者との取引の相手方が当該会社の外部者ではなく従業者とな
る．「非分離・親族外型」の経営の承継については円滑化法も想定しているが，生前贈与や
遺贈によって先代経営者から後継者に株式が承継されることはほとんどないという判断か
ら，納税猶予特例の範囲外とされている（後述 3（2）参照）． 
もう１つは，親族が先代経営者の所有していた経営承継株式を贈与又は相続によって取
得するが，当該取得者と異なる者が代表者として選任されて会社の業務執行にあたるとい
う形態であり（図 3），これを本稿では「分離型（separation model）」の経営の承継とよ
ぶ．「分離型」すなわち株式の所有者と，代表権を有する者が，別となる経営の承継につい
ては，後述するように円滑化法において何の手当もなされておらず，その想定外の承継と
いえる． 
    図 2 「非分離・親族外型」の経営の承継 
         
    図 3 「分離型の経営」の承継 
         
なお，株式の所有者と代表権を有する者が異なる形態は，「所有と経営の分離」といえる
が，通常これが意味するところは，株主の俗人的特性を否定し，経営者は株主とは独立し
た立場で業務執行にあたる上場会社などの公開会社を想定していることが多い．しかし，
ここにおいては，所有と経営が分離しても，経営承継株式は相続人等が承継するために，
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株式について譲渡制限がある閉鎖会社（会社法 107 条②一）としての形態をその後も維持
していくことが殆どであろう．よって本稿における「分離型」は公開会社を意図したもの
ではないことに留意されたい． 
３ 現行法が「非分離・親族型」の経営の承継を採用している理由 
措法における納税猶予特例では，経営承継相続人等もしくは経営承継受贈者（両者を合
わせて以下，「経営承継者」とよぶ．）が代表者でかつ親族である場合に適用される「非分
離・親族型」であり，親族が経営承継株式を相続等により承継しても，親族外の者が代表
者となって業務執行する場合にはその適用はない．円滑化法では民法の特例である固定合
意や追加合意についても定めているが，２４)民法に定める遺留分の減殺請求は相続人が侵害
された遺留分を主張し，相続開始前に財産を取得した他の相続人等に対して減殺請求を行
うものである．すると遺留分に関する相続開始前の取り決めは推定相続人間に限って行わ
れるので，民法特例の承継者として推定相続人のみを対象としているのは，それが代表者
となることを除き当然といえる． 
しかし民法の遺留分制度のように法律関係が限定されない措法の納税猶予特例において，
親族外にその適用を定めなかったのは以下のような考えに基づいていると推定される． 
（１）中小企業庁における承継の考え方 
 中小企業庁は，経営の承継による株式所有と経営の分離に関しては否定的な立場であり，
これは [中小企業庁, 2006]169 頁の以下の記述により明らかである． 
 「中小企業においては一般に，会社の所有と経営が十分に分離されておらず，個人企業
は無論のこと，会社企業であっても経営者に株式の過半が集中しているのが常態である．
この場合，優秀な役職員に「代表取締役社長」の席を譲っただけでは，全く事業承継にな
らない．単に，先代経営者が議決権を支配するオーナー，現経営者が雇われサラリーマン
社長，という関係になるだけである．その場合でも，先代が存命のうちは経営にあまり支
障は生じないだろうが，先代が亡くなり株式の相続が発生した瞬間に問題が生ずる．会社
の株はオーナー一族の何人かに相続され，被相続人の意見が一致する保証はない上に，そ
の会社の経営に何らの想い入れや愛着も持ち合わせていない可能性もある．そこで中小企
業経営者は，会社議決権（株式）の相続に伴う混乱を回避しようと思ったときは，後継者
に「代表取締役社長」の席を譲ると同時に，自身の持株も譲る必要が出てくる．持株を譲
る方法は 2 つある．[1]誰かに買わせるか，〔2〕子息，親族に相続させるかである．」 
加えて，わが国の中小企業におけるもう一つの特殊性として，「中小企業経営者のうち約
8 割は会社の借入に対して個人保証を提供している」ことをあげており，後継者が個人保
証を引き受けることによって生じるリスクを考慮して，従業員等が後継者になりたがらな
い傾向があることに着目し，個人保証の存在が承継に重要な影響を与えているとしている．
一方で，保証人としての地位は相続の対象になり，もともと相続人は保証債務を引き継が
ざるを得ないことから，経営の承継によってそのリスクが増加するわけではない，とも考
えているのであろう．このように相続によって会社の議決権に混乱が生じる可能性を回避
するため，また個人保証の存在にも考慮して非分離型を想定したと考えられる． 
（２）「非分離・親族外型」に関する贈与・相続等については実績がなかったこと 
 [平川他, 2008]16 頁によれば，「導入される事業承継税制に関し，親族外承継には適用さ
れないのかという指摘がありました．親族外承継には適用されないのですが，その理由は
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親族外の方に，ただで遺贈してしまう例が全く見当たらなかったからです．」という当時の
中小企業庁財務課課長の発言が紹介されている．すると「親族外にただで遺贈してしまう」
という部分から，「分離型」の概念は全く考慮されていないことがわかる．これは（１）の
考え方と一貫している．そして「非分離・親族外型」の経営の承継では，先代経営者から
有償で親族外が経営承継株式を譲り受けることを想定しており，その場合の資金手当てに
ついて円滑化法 12 条に基づき，「日本政策金融公庫からお金を借りて，例えば先代の経営
者の子から，株式を買うことが可能になります．ここの条項は民法の固定合意とか，税制
よりもはるかに広い範囲になっています．」と述べている．２５)つまり，「分離型」は全く考
慮外で，「非分離・親族外型」については贈与もしくは遺贈の例がないということに着目し
て，それぞれ納税猶予特例の対象外としていると考えられる． 
（３）農地の納税猶予との対比 
  表 1 農地等の納税猶予特定との比較 
項 目 農地等の納税猶予特例 非上場株式等の納税猶予特例 
（贈与税の納税猶予） 
贈与者 農地等の贈与の日までに引き続き 3 年以
上農業を営んでいた個人 
会社の代表権を有していた個人 
受贈者 範囲 贈与者の推定相続人 贈与者の親族 
年齢 贈与の日において 18 歳以上 贈与の日において 20 歳以上 
経験 当該贈与の日まで引き続き 3 年以上農業
に従事していた者 
当該贈与の時において会社の代表権を有しており，
当該贈与の日まで引き続き 3 年以上にわたり会社の
役員その他の地位を有している者 
承継 贈与を受けたのち速やかにその贈与を受
けた農地等により農業経営を行うこと 
当該認定承継会社の経営を確実に承継すると認めら
れる要件として財務省令で定めるものを満たしてい
ること 
（相続税の納税猶予） 
被相続人 死亡の日まで農業を営んでいた個人又は
農地等の生前一括贈与をした個人 
認定承継会社の代表権を有していた被相続人 
相続人 範囲 被相続人の相続人 
 
当該相続の開始の直前において，当該被相続人の親
族である個人  
承継 相続税の期限内申告書の提出期限までに
農業経営を開始し，その後も引き続き農
業経営を行うと認められること 
当該相続の開始の日の翌日から五月を経過する日に
おいて，当該認定承継会社の代表権を有しており，
かつ，当該個人が、当該認定承継会社の経営を確実
に承継すると認められる要件として財務省令で定め
るものを満たしていること 
 経営の承継に関する納税猶予の特例は，農地の納税猶予の特例（措法 70 条の 4，同
70 条の 6）を参考にしている．[品川, 2008①] 41 頁によれば，かねてから中小企業の団体
が商工業者にも農地の納税猶予特例と同様なものを認めるべきであると要求していたこと
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から， 
その内容と相似するように立法されたとしている．表 1 は，農地等の納税猶予特例と非上
場株式等のそれについて，贈与者・被相続人と受贈者・相続人の主なものについて比較し，
筆者が作成したものである．つまり，農地等の納税猶予特例においては，農地の相続人と
農業経営者は同一の者であり，さらにその対象者は円滑化法の民法特例と同様，相続人に
限られている．また農地のそれは農業委員会が証明を行ったものに対し認められ，非上場
株式等のそれも前述したように経済産業省の認定を必要とする点も，公的機関の承認を受
けるという点で同じである．２６)ただし，農地等と異なり非上場株式の納税猶予特例は相続
人だけではなく親族までその適用が広められている．これは円滑化法施行前の旧措法 69
条の 5 に定められていた，「取引所相場のない株式等の相続税の課税価格の減額特例」に
おいても同様であったことによる． 
以上に述べてきた背景をもって，現行法の納税猶予特例は「非分離・親族型」を採用し
たと考えられる． 
４ 現行の納税猶予特例で規定している経営の承継の対象者に関する問題点 
現行の納税猶予特例において，経営の承継の対象者が親族に限られていることには以下
のような問題点が考えられる． 
（１）相続人間及び新規参入事業者に対する公平性からの問題点 
[田中, 2010]93 頁によれば，「事業承継税制において相続人に与えられる優遇措置は，事
業用資産ではない財産を相続する者との間，新規に事業を創設しようとする者との間で，
公平な取り扱いとなっているかどうかの検証を必要とする．」とされており， [森信, 
2010]254 頁によっても，「親族承継のみに税制を優遇することは，若者の事業への新規参
入の疎外になる」，２７)と指摘している．つまり，「非分離・親族型」は株式等の相続人が経
営も承継することにより自ら取得した財産以外に就業の機会が確保されることになるので，
他の相続人に比して有利となってしまう場合があり，一方で事業への新規参入者に対する
障壁となるおそれがあることから公平性に問題があると考えられる． 
 （２）60 歳未満で先代経営者が急死した場合については混乱が生ずる 
納税猶予特例を受けるためには，経営の承継の概要について予め経済産業大臣の確認を
受けていることが条件となっているが，被相続人となる先代経営者が 60 歳未満で死亡し
た場合には不要となっている．しかしかような場合には有効な遺言がない限り法定相続人
が株式を相続するしかない．すると第三者は当然として，法定相続人外の親族についても
納税猶予特例の適用を受けられる経営承継相続人にはなれない．先代経営者が急死するよ
うな事態は，計画的な承継の取組が十分に準備されていない場合が多いと考えられ，かつ，
被相続人の年齢からすると，法定相続人はその配偶者と比較的若年である子孫から構成さ
れる可能性が高い．配偶者が先代経営者と共に事業を行ってきた場合はまだしも，そうで
ない場合には配偶者や子孫が経営者としてふさわしい年齢や経験を十分には有していない
ことが想定される．そのような状況で納税猶予特例を受けるために限られた法定相続人の
中から代表者を選任し，その者を経営承継相続人とする行為は，その後の経営に大きな悪
影響を及ぼすことが考えられる．２８) 
（３）親族外承継のニーズに応えていない 
[日本政策金融公庫総合研究所, 2009]の調査結果（12～13 頁）によれば，２９)その融資先
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の中小企業で後継者が未定である企業のうち，後継者の候補がいる企業についてみた場合，
その候補者を親族外と考えている割合は，小企業で 24%，中企業では 29.6%に達している
（図 4）． 
この質問は，現経営者に子供がいるか否かは関係なく行っているため，実子がいない場合
には，当然に親族外が後継者候補となる割合がより高くなる． 
       図 4 現経営者から見た後継者候補との関係３０) 
        
 一方，対象を現経営者に子供がいる企業に限定し，そこにおける後継者に関する意識は，
「子供であることにはこだわらない」あるいは「むしろ子供以外から選びたい」と回答し
た割合が，後継者が未定の企業においては小企業では 55.1％，中企業では 61.6%に達して
いる（図 5）．この結果を見る限り，納税猶予特例を親族内承継に限定することは，広く中
小企業のニーズに応えているものではないと考えられる． 
       図 5 後継者に関する意識（子供がいる企業に対する設問）３１) 
       
（４）代表権が形骸化してしまうおそれがある 
 上記（２）にも関係することであるが，株式を相続または遺贈により取得した親族（主
として相続人）が実際には業務を執行しないにもかかわらず，自らが代表者となることに
よって経営承継者となり，納税猶予特例を受けることは現在の制度では可能となっている．
すなわち措法において経営承継者とは，（a）親族であること，(b)株式等の 50％以上を単
独もしくはその特別関係者で所有し，かつ，筆頭株主であること，(c)3 年以上役員等であ
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ったこと（贈与の場合），(d)代表者であることの他，(e)「当該個人が，当該認定承継会社
の経営を確実に承継すると認められる要件として財務省令で定めるものを満たしているこ
と．」が要件とされている．そしてこれを受けた措法施行規則では，単に「円滑化省令第
16 条第 1 項に規定する確認を受けた会社の当該確認に係る円滑化省令第 15 条第 3 号に規
定する特定後継者であること」とそれを定めており，その具体的な要件は「相続または遺
贈により株式等を取得することが見込まれていること」，のみである（円滑化法施行規則
15 条三）．よって，実際の業務執行は他の親族もしくは親族外に行わせ，実質的には経営
に多くは関与しない配偶者等が会社の代表権を形式的に有することによっても納税猶予特
例は適用されてしまう．このような状態は，会社法における代表権の形骸化を助長するよ
うなものである．  
（５）親族外に有能な経営者候補が存在してもそれに対応できない 
親族外に有能な経営者候補が存在し，その者が従業員等の信頼も厚く，先代経営者から
経営を引き継ぐことに何ら支障がない状態であり，その者を相続人間の合意により代表者
に選任して経営にあたらせることは，会社経営の継続性を考えると好ましいことであると
考えられる．しかしこの場合でも代表者が親族ではないことから，経営承継者にはなれな
いため，納税猶予特例を受けることができない．さらに，昨今の日本においては尐子高齢
化が進み，親族という限られた人材の中に，十分な資質を持った経営者候補が存在する可
能性が年々低くなっていくことが予想される．この対応として予め経営者候補を先代経営
者との養子縁組等により親族に迎え入れ，法定相続人もしくは受贈者とすることによって，
納税猶予特例の適用を受けるという選択肢もあるであろう．しかし，当該候補者が先代経
営者の親族外の者と既に婚姻関係がある場合もあろうし，ますます尐子高齢化が進む現在
の情勢では養子縁組を行うことについて，候補者側の親族と相続人側の双方から強い反発
が生じることも想定される．よって親族内承継だけに限っている現在の規定は，会社にお
ける親族外の有能な経営者候補の台頭を阻害し，ひいては事業の継続性を損なう可能性も
ある．なお，3（１）で述べた「後継者が個人保証を引き受けることに対するリスク」に
ついてであるが，これは個々の企業の状況によって異なり，例えば承継した時点で重要な
借入金がない場合にはあまり問題にならないであろう．また実務上は親族外で代表となっ
た者が個人保証を引き継ぐ場合も多くあり，さらには相続人とはならない親族も親族外も
保証に対するリスクを負うか否かという点に関しては同じ条件であるので，これについて
特に考慮する必要はないと考えられる． 
（６）M&A・廃業による雇用機会の減尐 
 〔前出 中小企業庁 2006〕169 頁では，「非分離・親族型」や円滑化法において想定して
いるとされる MBO もしくは EBO による経営の承継以外として，M&A によって事業継続
させることについても言及している．先代経営者や相続人等が M&A の条件として，ある
一定水準の雇用や従業員の地位を守ることを付すことはある可能であろう．しかしその場
合でも販売・生産・技術などの部門の人材が優先して雇用が継続されることが考えられる．
一方，買収側は当然に効率を追求するため，管理部門すなわち，総務・法務・経理・情報
などの部門の人員は削減され，買収側のそれらと統合されることが多い．すると，いわゆ
るホワイトカラーといわれている人材の多くが雇用の機会を失うことが懸念される．この
傾向は M&A の当初はまだしも，年数を経るにつれて強くなり，特に文科系の学部出身者
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等で管理部門に属していた人材については，中小企業における M&A の進展とともにます
ます雇用機会が減尐していくことが予想される． 
一方，経営の承継が円滑に行えない場合には廃業という選択肢も経営者にはあり，これ
は特に今後増加すると考えられる高齢者雇用という社会的な要請に逆行することにもなる． 
 
Ⅱ 「分離型」の経営の承継に関する納税猶予の必要性 
Ⅰ，4 に上げた問題点を考慮すると「非分離・親族型」のみを経営の承継として認めて
いるのは不十分な制度であると考える．そこで，「非分離・親族外型」もしくは「分離型」
の経営の承継について，納税猶予特例を認める必要性があるか否かについて，それぞれ検
討した結果は以下のとおりである． 
１ 「非分離・親族外型」と納税猶予特例 
「非分離・親族外型」による経営の承継として，先代経営者から贈与もしくは遺贈によ
って親族外の後継者が株式を取得する場合について，納税猶予特例を認めるかであるが，
筆者はこれに対して否定的である．つまり，これについては，前掲したようにほとんど例
がないとされ，また，それが行われたとしても対象となる株式が相続財産の重要な部分を
占めない場合には大きな問題とはならないと想定されるからである．また対象株式が相続
財産の中で金額的に重要性がある場合に，法定相続人ではない者に対して贈与もしくは遺
贈の方法で株式の移動が行われたても，相続人には民法に基づく遺留分の減殺請求権があ
るため相続が発生した後に相続人ではないその受贈者（後継者）に対し，相続人からその
株式の価額の一部について支払いを求められることが考えられる．このような事態が生じ
た場合には，後継者の個人財政を大幅に圧迫し，経営の承継が失敗する可能性がある．３２)
つまり「非分離・親族外型」の経営の承継について納税猶予特例を与えても，民法上の財
産権の問題に直面する可能性があり，結果として円滑な承継ができない場合があり得る．
そこに納税猶予特例を与えるとさらに法律関係が複雑化する．よって，「非分離・親族外型」
に納税猶予特例は不要であろう． 
ただし，後述するように種類株式を発行することによって，「分離型」であっても経営と
議決権が分離されないような方法がとられる場合には，「非分離・親族外型」と実質的に同
様な意思決定が行える．この場合には議決権が制限された株式の大部分を法定相続人等が
承継するため納税猶予特例が必要と考えられるが，本稿では「分離型」の派生的な形態と
して扱うものとする（Ⅲ，２（３）参照）． 
２「分離型」と納税猶予特例 
次に「分離型」による経営の承継についてである．本来中小企業の経営の経営において
重要視されるのは，「安定した議決権のもとでの安定した経営体制」である．会社の議決権
が上場会社のように，広く分散している状態はまだしも，数人によって所有されている場
合には株主間の意見の衝突が想定され，あるいは会社の業務に関係のない親族間の争いが，
会社の経営に悪影響を及ぼすことがある．さらに先代経営者の死去など，急激かつ大幅な
変動があった場合には，会社経営のそれまでの方針が変わり，ひいては雇用の確保さえ危
ぶまれることが想定される．よって，相続人等のうち 1 人が株式の過半数以上，できれば
3 分の 2 以上を所有し，安定した議決権のもとで親族以外の後継者が経営を行うことが望
ましいと考えられる．また議決権を 1 人に集中できない場合には信託財産として議決権を
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一元化することも考えられる．所有と経営が非分離の状態であれば，確かに経営者として
の地位を裏付けるものは自らが所有する議決権であるから，この状態は維持されるであろ
う．しかしながら，先代経営者が急死した場合に，親族内にそれに代わる妥当な経営者候
補が存在せず，かつ M&A によらず現状体制を維持する場合には，親族外の従業者等が会
社の代表権を持ち業務執行にあたることが考えられる．あるいは親族内に経営者候補がい
ても，経験や年齢等を考慮すると時期尚早と判断される場合には，その候補者の能力的も
しくは年齢的な成長を待つ間，親族外の者が代表権を有することによって経営にあたるこ
とが妥当である．このような想定とは全く逆に，円滑化法及び措法は経営承継期間中の 5
年間は所有と経営の非分離を要求しているのに，当該期間経過後は，経営承継者が代表者
でなくなっても納税猶予は取り消しにならない．すなわち経営承継期間経過後には分離型
を認めているのであるから，３３)当初からそれを認めてもよいのではないかということにな
る．また， [末包 2012]56 頁によれば，日本における老舗企業においても，会社の所有（株
式の所有）と運営（経営）の分離を常に進めてた結果として，企業が存続した割合も多い
としている．３４)つまり，長年にわたって存続してきた企業が，所有と経営の非分離によっ
てもたらされたとは限らないのである．経営の現場ではその経営者の質が重要であるが，
それを支えるものは安定した議決権であり，非上場会社の場合にはそれを有するのは一個
人か，それを中心とした親族集団ということになる．  
尐子高齢化が進んだ日本の現状を顧みると，親族だけを経営の承継の対象とすることは，
その候補者が絶対的に不足することが想定される．そこで中小企業を存続させる場合には，
「分離型」に定義する，「経営は親族外がこれを承継（代表者に就任）し，所有である株式
については法定相続人等が承継するという形態」は，今後ますます検討・導入されると考
えられる．しかしそこにおいては，その後の中小企業の安定的な存続のために，安定して
株式を保有する株主の存在が前提となり，当該株主に株式が集中することから相続税負担
は重くなるであろう．そこで，多数の株式を承継した相続人に対し，納税猶予等特例を与
えることが必要となる．前述したように，非上場株式について納税猶予特例を広げても、
わが国の財政に影響を与える可能性は軽微であり，むしろ雇用の喪失による所得税の減収
や，廃業による取引量の減尐に伴う消費税及び法人税の影響の方が大きいと考えられる． 
[前出，事業承継協議会]8 頁においても「むしろ事業活動が活性化して税収もトータルでは
増加するはずとの指摘が複数の委員からなされた．」という記述があることから，「分離型」
にも納税猶予特例を認めることはその効果が高いと考えられる． 
よって，筆者は「分離型」について納税猶予特例を認めることを主張するものである．  
 
Ⅲ 「分離型」の経営の承継を認める要件 
「分離型」の経営の承継については，業務執行と議決権が分離することにより代表者と
株主間の意見が対立した場合に，それを原因として経営の安定が確保されないことも想定
されるので，無条件にそれを認めることもできないであろう．そこで何らかの要件設定が
必要となると考えられるが，そもそも承継が経営と所有に分けられるため，経営を承継す
る「経営者としての要件」と，所有としての株式を承継する「相続人（もしくは受贈者）
としての要件」についてそれぞれ考察する． 
１ 経営者としての要件 
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承継する経営者（つまり自ら起業して経営者となる場合を除く）として適正であるため
には，[Drucker, 1999]pp74 によれば意思決定能力・コミュニケーション能力・統制能力
を備えていることが必要とされている．しかし，それは客観的な判断基準を設定できるも
のではない．仮に客観的な判断基準としてあげられるものとしては，実務経験年数や学歴
等であろう．一定期間以上の実務経験や学歴・資格試験等の合格は経営者としての能力を
高めることに寄与することは考えられるが，経営者としての適性までを保証するものでは
ない．さらに経営は企業外部環境の影響を必然的に受けるため，仮に資質が十分である者
が経営者になってもそれがうまくいかないことも当然に考えられる．すると制度として強
制される中で，経営者としての要件を定めることには無理があると考えられる． [落合, 
2010]74 頁によっても，「経営者になるにあたって経営の専門家としての技能を証明する特
別の資格を要求することは，もとより賢明な策ではない．」としており，するとこの点につ
いては特に要件として定める必要はないであろう． 
２ 株式の承継者としての要件 
法定相続人は，民法により被相続人の財産を相続する権利があるため，財産の取得自体
に対して条件を付すことは法制度上不可能と考える．しかし納税猶予特例については，そ
の規定自体がすべての相続において適用されるわけではないので，取得もしくはその後の
保有について条件を付すことは，租税平等の原則を考えるとむしろ妥当であり，現行法に
おける「非分離・親族型」もそうなっている．そこで「分離型」における相続人としての
条件として，以下に示すように 2 つの観点から検討する． 
第一は，経営の安定のため一定数以上の株式を相続もしくは贈与によって取得し，それ
を長期にわたって所有すること，つまり保有期間の条件である．この件については，原則
として相続人もしくは受贈者の死亡まで納税猶予が免除されないとする規定の是非は別と
して，経営承継期間を 5 年とする現行の「非分離・親族型」に適用されている内容と同じ
とすることで差支えないであろう． 
第二は，私利私欲や不合理な個人の判断で議決権を行使し，会社の経営を危機に陥れな
いような仕組みが会社と株主間に存在することである．つまり「分離型」においては，株
式の承継人は代表権を持たず，場合によっては全く経営に参画しない外部株主となること
も想定されるため，この部分を担保する必要があろう．中小企業における議決権を行使す
る者としては会社の代表者，その他の従業者等とコミュニケーションをとり，自らの有す
る議決権を，会社の存続・従業者の雇用の安定・成長に帰するように行使しなければなら
ない．このためには，以下のような方法が考えられる． 
（１）経済産業局に提出する「事業継続の状況等についての報告書」にその内容を記載さ 
せる 
現行法では，納税猶予を受けた者は，贈与税もしくは相続税の申告書の提出期限の
翌日から，原則として同日以降 5 年を経過する日（すなわち経営承継期間）中は，年
に一回，「事業継続の状況等についての報告書」を経済産業局に提出しなければならず，
その内容が認定の取消事由にあたらなければ，３５)「要件に該当する旨」の確認書が交
付され，それに必要書類を添付して納税猶予手続の窓口となっている所轄税務署に提
出しなければならない．そこでこの報告書の記載事項として，株主が取締役，従業員
等とどのようにコミュニケーションをとり，その結果としてどのように意思決定をし
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て議決権を行使したか，等を盛り込むことが考えられる．しかし，客観性をもって経
済産業局が判断できるものは，どうしても形式的な事項に限られるため，これに一定
の効果を求めることは期待できないと考えられる．  
（２）株主評議会を設置する 
株主と会社のコミュニケーションをとる方法としては，非上場株式を承継した相続
人等が代表権を持たない会社の取締役となることにより，会社の情勢を把握し，それ
に対応する形で議決権を行使することが考えられる．しかしながら，会社法における
取締役の概念としては，常勤・非常勤の区別はなく，当該相続人等が非常勤の取締役
である場合には，本人の都合等により取締役会に欠席することが多くなることも想定
される．そのような場合に取締役の善管注意義務あるいは忠実義務違反を指摘したと
ころで，外部の関係は別として，株主内部の関係については自らが当然に過半数の議
決権を行使するために，ペナルティを科すことはできないであろう．また承継した相
続人等が主として所属する会社等で制定されている勤務条件のために，他の会社の取
締役や監査役に就任できないことも考えられる（特に公務員の場合などはその典型で
あろう）．かように考えると，会社の取締役になることを強制することはあまり意味が
無く，それを行うこと自体が不可能な場合もある． 
そこで，株式を承継した相続人等が好ましからざる個人の判断で議決権を行使する
ことを防止し，かつ，会社とのコミュニケーションを維持し，彼らを指導・牽制する
ために，会社法に定める以外の新たな機関を設置することが考えられる．これは株主
の議決権行使に対して，指導・牽制する機関であることから，これを「株主評議会
（shareholder council）」とよぶこととする．つまり，株主評議会の構成員が会社の
状況を把握し，株式の承継者にそれを報告し協議し，必要のある場合には指導するこ
とによって，所有と経営の分離に伴う欠点を満たすように機能させることを目的とす
る機関である．ただし，これについては，以下の項目を明確にしてから制度化される
べきであろう． 
 (a)その任務・権限，(b)議決権行使を決定する基準，(c)評議会における同意事項 
についての代表者の行為制限及びその差止め請求権有無，(d)機関の構成（員数・ 
独立性の確保・資格等），(e)その責任（対会社，対第三者） 
特に経営の実質を考えた場合には，株主評議会の構成員の質が重要な要素となるで
あろう．すなわち株主評議会の構成員は経営者と比較して当該会社の経営情報に乏し
いと考えられるために，経営者から必要と考えられる情報を最大限に引き出し，それ
を評価し，株主に説明できる能力がなければならない．これにはコミュニケーション
能力，法的判断能力，分析能力が必要とされる．法的判断能力や分析能力について着
目すると，評議会の構成員には弁護士や公認会計士等を登用することが考えられる．
ただし，この場合には株主評議会設置に伴う費用が多額になる可能性があり，それを
会社もしくは株主が負担しきれない場合にはこの方式の採用を断念することも予想さ
れる．一方で評議会の構成員の財産面における保護のため，会計参与について商品化
されている損害賠償責任保険などと同様な保険を用意する必要もあろう． 
（３）種類株式を発行する 
分離型の派生的な形態として，議決権を代表者に集中させるためには，種類株式
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（classified stock）を発行する方法もあろう．すなわち拒否権付株式や議決権のない
株式を発行することにより，経営を承継する代表者が拒否権付株式もしくは議決権の
ある株式を取得し，株式の相続人等が拒否権付株式以外の株式もしくは議決権のない
株式を取得するという方法である．この方法によれば，経営を承継する代表者は比較
的尐ない支出で議決権もしくは拒否権を取得できる．しかし相続税法財産評価通達に
おいては株式に付されている議決権については価値を認めていないので，大多数の株
式を取得する相続人には通常の相続税が課税される．３６)よってそこに納税猶予特例を
認めその負担を軽減させることにより，円滑な承継ができることになる． 
「非分離・親族型」のみを採用している現行法は，議決権に制限のある株式等につ
いては納税猶予特例を認めていないが，それを「分離型」に限り認めることによって，
会社の代表者が自らの有する議決権を，会社の存続・従業員の雇用の安定，そしてさ
らなる成長に帰するように行使することができる．ただし，これについても(a）株式
の種類，(b）議決権制限の内容，(c）その期限等の設定の可否，(d）代表者の行為が
経営の承継上問題となった場合にその有する株式について相続人等が行使できる取得
条項等，について明確にする必要がある． 
一方で，経営を承継する代表者に議決権を集中させた結果として，その権力が大き
くなり過ぎ，それを自己の利益のために行使される危険性を考えた場合には，株式の
相続人等が拒否権付株式を所有し，それにより代表者を牽制し，最悪の事態ではそれ
を行使することによって，株主としての利益を守ることが考えられよう．ただし，む
やみに拒否権を行使するような事態は，種類株式を導入する趣旨に反するので，拒否
権を行使する際の要件については予め詳細な定めを置くことが必要と考えられる． 
このように考慮すると，（１）の「報告書への記載」についてはあまりその効果が期待さ
れないと考えられるので，（２）「株主評議会」の設置，及び（３）「種類株式の発行」につ
いての導入が検討されるべきである．また（２）についてはその運営に伴う費用増加が見
込まれるので，それを会社や株主が負担しきれない場合には（３）を導入せざるを得ない
と想定される．よって（２）と（３）の選択適用が望ましいであろう．ただし，これは「非
分離・親族型」との公平を図る意味からも，5 年間の経営承継期間のみ強制すればよいと
考えられる． 
 
結び： 今後の研究課題 
平成２４年度の経済産業省の税制改正要望事項では，事業承継税制について「雇用条件
の見直し」という項目しか入っていない．しかしながら，「分離型」の導入は，経営の承継
に関する選択肢を広げるだけではなく，差し迫っている雇用問題にも有効な一つの回答と
も考えられるため，それに向けた法令改正が期待されるところである． 
また，円滑化法及び納税猶予特例について，本稿で扱った問題以外に，そもそも納税猶
予であること，及び，納税猶予が打ち切りになった場合に利子税を課すことについての是
非，については今一度議論されるべきものであると考えられる．そして非上場株式の評価
については，その評価方法のみならず，それ自体が法令ではなく国税庁の通達に委ねられ
ている点をも含めて再検討されるべきであろう．さらに現行法における納税猶予特例は，
「非上場企業が有する海外子会社への出資分については適用されない（措法 70 条の 7②
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五）」という，海外進出企業にとっては重大な問題も有しており，この点についても再検討
が必要であると考えている． 
もともと経営の承継について，何らかの法的手当てが必要だとされる背景の一つには，
非上場会社の株式の円滑な相続のためには，用意周到な計画と，労力，資金を必要とする
ことが多く，ある意味それは経営とは直接関係のないものであるから，必要悪なものと考
えられていることにも起因する．３７)わが国経済の将来についてますます不透明さと困難さ
を増している現在の状況にあって，非上場株式を所有する経営者が次世代への経営の承継
に際して不可避的に生じる税務上の負担に苦慮すること自体が大きな経営の足かせであり，
経済社会における損失であるともいえる． 
わが国の非上場会社であっても，経営のグローバル化は当然に行われており，そのよう
な情勢において経営の承継における税務上の問題を解決するために経営者の限りある時間
と労力，資力を費やすことは，それだけで諸外国に対してハンディを負っていることにな
る．さらに今後はわが国の非上場会社がかような問題を背負っていることについて，取引
相手である諸外国の企業がそれを欠点として着目し，長期的な視野に立った取引が拒絶さ
れるという可能性も出てこよう．このように経営の承継の問題については，現行の円滑化
法及び納税猶予特例にとどまることなく，さらなる研究が必要と考えている． 
 
脚注 
                                                   
１) [中小企業庁, 2012]275 頁． 
２) [岡田, 2007] 1 頁． 
３) [事業承継ガイドライン検討委員会, 2008]17 頁． 
４) [商工中金, 2009]2 頁では，2008 年 11 月 1 日を基準日として，商工中金の取引先 9,194
社に対して調査票によるアンケート調査を実施し，その有効回答数は 3,428 社（回収率
37.3％）であった．そこで「事業承継の際に想定される問題」についての複数回答の結果
は（同 11 頁），1 位が「事業の将来性が不安（39.5％）」，2 位が「会社を経営するのに十
分な力量がない（35.8％）」であり，3 位は「相続税などの税金負担が重い（35.5％）」で
あった．1位及び2位の問題は制度上の問題ではなく企業内部の問題と考えられる．また，
回答企業のうち「後継者を決定済」の企業では，「相続税などの税金負担が重い（43.2％）」
が 1 位であった．ちなみに「相続税などの税金負担が重いと回答した企業の年商規模別
は以下のとおりである（回答は％）． 
年商 5 億円以下 5 億円～１0 億円 10 億円超～20 億円 20 億円超～50 億円 50 億円超 
回答 30.9 32.5 31.3 38.7 44.1 
 
５) 中小企業庁等を中心として，中小企業の事業承継に関する総合的な検討を行う機関とし
て設置された事業承継協議会では，その中の事業承継関連会社法制等検討委員会におい
て，議決権の安定化を図るために，分散した株式への種類株式の適用を提言している（事
業承継関連会社法制等検討委員会.「事業承継関連会社法制等検討委員会 中間報告」. 
事業承継協議会. 2007.12 頁）．また，信託を利用した事業承継の円滑化についても，信
託を活用した中小企業の事業承継の円滑化に関する研究会より，中間整理が公表されて
いる（信託を活用した中小企業の事業承継円滑化に関する研究会.「中間整理 ～信託を
活用した中小企業の事業承継の円滑化に向けて～.」 事業承継協議会，2008）． 
６) OECD の Revenue Statistics1965-2010 pp139～236 を閲覧し，2007 年～2009 年まで
の期間で Estate and inheritance taxes，Gift taxes がいずれもほとんど 0 の国を抽出し
た． 
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７) The succession planning Law that we all have our eyes on at this time is the estate 
tax law, and it is a moving target. As of January 1, 2010, there is no estate tax for any 
family in America; [Holmgren, 2010]pp14． 
８) わが国の長期政府債務及び国民一人あたりの数値は 2012 年 4 月 1 日現在の算定値であ 
る．http://www.kh-web.org/fin/．また，東洋経済新聞社は「主要国の主な経済指標」と
して日本，アメリカ，ドイツ，フランス，中国について比較しており長期政府債務残高が
GDP を超えているのは日本だけであるとしている．
http://cdn.toyokeizai.net/shop/books/download/nihonno_zaisei23/ 
９) 日本銀行，資金循環資料 http://www.boj.or.jp/statistics/sj/index.htm/ 
１０) 総務省，家計調査報告（貯蓄・負債編）－平成 23 年平均結果速報－ 
１１ http://www.mof.go.jp/tax_policy/publication/brochure/zeisei/04.htm#042 
１２) 平成 22 年度第 19 回 税制調査会議事録では，「相続税についても再分配機能や財源調
達機能が急速に落ちていますから，これについても見直すべきであるという意見でほぼ
方向性は一致しているというふうに言っていいかと思います．」と記録されている． 
１３) 現行法では基礎控除が「5,000 万円＋1,000 万円×法定相続人の数」であり，最高税率
は 50％となっているが，法律案ではそれぞれ，「3,000 万円＋600 万円×法定相続人の
数」，55％となっている． 
１４ 9)において，家計の株式・出資の残高は 994,662 億円，そのうち上場会社の株式は
629,614 億円であり，差額の 365,048 億円が非上場株式等の額と推計される． 
１５) UK，Inheritance Tax Manual 25141 
１６) “Besides business assets and agricultural and forestry property, shares in 
corporations also qualify for preferential treatment in case of a shareholding of 
more than 25%.  
（中略） 
Therefore, for basic relief the total sum of wages and salaries paid during the five 
years following the transfer must be at least 400% of the historical average of the 
total wages during the last five years preceding the transfer. To benefit from 
optional relief, the total sum of wages and salaries after seven years must be 700% 
of the historical average of the total wages.” [Richer, 2011]pp11． 
１７) 経済産業省の「平成 2 4 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（拡充）」による．
また，[中小企業庁, 2012]204 頁によれば，平成 24 年 1 月までの認定の累計は，相続
税に係るものが 334 件，贈与税に係るものが 151 件となっている．  
１８) 相続税及び贈与税に係る「認定」には原則として事前に「確認」の手続きを取ってお
く必要があるが，相続税のそれについては，平成 20 年 10 月 1 日から平成 22 年 3 月 31
日までに中小企業者の代表者の被相続人の相続が開始した場合で一定の要件を満したも
の，及び本文Ⅰに記載した場合等では不要とされており，また，贈与税に係る認定を受け
たのち相続に移行した事例もあると考えられる．ただしこれらの詳細は不明であるため，
ここでは単純に贈与税の認定のみを重複件数と考えている． 
１９) 遺留分に関する民法の特例は，平成 21 年 3 月 1 日より施行されている． 
２０) 「後継者」とは，旧代表者の推定相続人のうち，当該旧代表者から当該特例中小企業
者の株式等の贈与を受けた者又は当該贈与を受けた者から当該株式等を相続，遺贈若し
くは贈与により取得した者であって，当該特例中小企業者の総株主（株主総会において
決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない株主を除
く．）又は総社員の議決権の過半数を有し，かつ，当該特例中小企業者の代表者であるも
のをいう（円滑化法 3 条③）． 
２１) 「経営承継相続人等」とは，被相続人から相続又は遺贈により認定承継会社の非上場
株式等の取得をした個人で，次に掲げる要件の全てを満たす者をいう（措法 70 条の 7
の 2②三 以下抜粋）． 
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  イ 当該個人が，当該相続の開始の直前において，当該被相続人の親族であること． 
ロ 当該個人が，当該相続の開始の日の翌日から五月を経過する日において，当該認
定承継会社の代表権を有していること． 
ハ 当該相続の開始の時において，当該個人及び当該個人と政令で定める特別の関係
がある者の有する当該認定承継会社の非上場株式等に係る議決権の数の合計が，
当該認定承継会社に係る総株主等議決権数の百分の五十を超える数であること． 
２２) 「経営承継受贈者」とは，贈与者から贈与により認定贈与承継会社の非上場株式等の
取得をした個人で，次に掲げる要件の全てを満たす者（その者が二以上ある場合には，
政令で定めるところにより当該認定贈与承継会社が定めた一の者に限る．）をいう（措法
70 条の 7②三 以下抜粋）． 
イ 当該個人が，当該贈与の時において当該贈与者の親族であり，かつ，当該贈与の
日において二十歳以上であること． 
ロ 当該個人が，当該贈与の時において，当該認定贈与承継会社の代表権を有してい
ること． 
ハ 当該贈与の時において，当該個人及び当該個人と政令で定める特別の関係がある
者の有する当該認定贈与承継会社の非上場株式等に係る議決権の数の合計が，当
該認定贈与承継会社に係る総株主等議決権数（総株主（株主総会において決議を
することができる事項の全部につき議決権を行使することができない株主を除
く．）又は総社員の議決権の数をいう．）の百分の五十を超える数であること． 
２３) 親族や，従業者以外に株式を譲渡する M&A については，本稿の対象外とする． 
２４)  円滑化法では，特定中小企業者が発行している株式等について，旧代表者から後継者
に贈与を行った場合に，遺留分の算定に関し，旧代表者の推定相続人全員が，以下の 二
つの内容の合意をすることができる特例を定めている． 
  （１）除外合意：経営承継対象株式等の価額を遺留分算定基礎財産に算入しないこと 
（円滑化法 4 条①一）． 
  （２）固定合意：経営承継対象株式等について遺留分算定基礎財産に算入すべき価額 
をあらかじめ固定すること（同二）． 
２５) 円滑化法 12 条では，「当該中小企業者における代表者の死亡等に起因する経営の承継
に伴い，死亡したその代表者（代表者であった者を含む．）又は退任したその代表者の資
産のうち当該中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得するために多額の費用を要
することその他経済産業省令で定める事由が生じているため，当該中小企業者の事業活
動の継続に支障が生じていると認められる」場合には，株式会社日本政策金融公庫法又
は沖縄振興開発金融公庫法の特例を定め，貸付枠等の拡大の支援措置をしている． 
２６) 実際に納税猶予制度を構築しようとする場合には，既存制度である農地の納税猶予制
度との対比が不可避であるという認識があった． [事業承継協議会, 2007]13 頁． 
２７) 「血がつながっていない事から長年働いてきた企業の後継者に成れないとか，事業参
入意欲はあるものの承継する財産は無いといった若者が存在しており，事業を息子等に
承継させる場合のみを税制で奨励することは，彼らの新規事業参入の阻害になるという
問題がある．」〔前出，森信〕254 頁． 
２８) “Many owners assume that their children will want to enter the family business, or 
they put pressure on them to do so. Inadequate preparation and training, or undue 
pressure, condemns many next-generation members to unhappy careers that are 
neither satisfying for them nor productive for the business.” [Leach, 2011]pp159． 
２９)  (1)調査時点：2009 年７月，(2)調査対象：日本政策金融公庫の融資先 24,569 社，(3)
調査方法：調査票の送付・回収ともに郵送、アンケートは無記名，(4)回収数 ：9,397
件（回収率 38.2％）． 
３０) [日本政策金融公庫総合研究所, 2009] 図‐17 を筆者が編集した．複数回答であるた
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めか，合計は不一致である． 
３１) [日本政策金融公庫総合研究所, 2009]図‐19 を筆者が編集した． 
３２) 円滑化法に定める遺留分の特例は，当然に推定相続人間のみで有効であるから，推定
相続人以外が贈与によって取得した株式に対しては範囲外ということになる． 
３３)経営承継期間経過後において経営承継相続人等が代表者でなくなることは納税猶予の
取消要件にはならない（措法 70 条の 7 の 2⑤一）． 
３４) 末包らは，社歴が 300 年超の企業 369 社を母集団としたアンケート調査を行い，その
うち 74 の回答数（20％）を得た．その回答について，標準偏差の数値が大きい項目と
小さい項目にグループ分けし，標準偏差の大きい項目は，老舗企業によって，企業存続
のための条件として異なった見方が存在している，すなわち老舗企業の条件の多様性の
問題と位置づけた．そして標準偏差の大きい項目中に，「会社の所有（株式の所有）と運
営（経営）の分離を常に進めている．」という回答が含まれていた．つまり，所有と経営
の非分離が絶対的な存続の要件ではないということである． 
３５) 経営承継者が代表者から退任，会社の従業員数の減尐，経営承継者が筆頭株主でなく
なった場合などが該当する（円滑化法施行規則 9 条）． 
３６) 現在の財産評価通達においては，議決権の価値は考慮されておらず，議決権のない株
式も議決権付株式と同様に評価される．（国税庁課税部資産評価企画官資産課税課審理室
平成 19 年 3 月 9 日「種類株式の評価について（情報）」）． 
３７)「私も，日商を始め商工会議所の経営者の方と意見交換をするときには，ますそういう
ことをはっきり言われます．何でこんなつまらないことで苦労しなければならないのか、
というのが経営者の実感です．」 [品川② 2008]17 頁． 
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